
(参考）課税の特例の対象となり得る設備投資のタイミング
・「着工」は、地域経済牽引事業計画の「承認後」であることが必要
・「取得」は、確認書の「交付後」であることが必要

ケース１地域経済牽引事業計画の承認
確認申請書の

提出
確認書の
交付 着工 取得

（引き渡し）

ケース2
地域経済牽引事業
計画の承認

地域経済牽引事業
計画の承認

地域経済牽引事業
計画の承認

地域経済牽引事業
計画の承認

確認申請書の
提出

確認申請書の
提出

着工

着工

着工

確認書の
交付

確認書の
交付

確認書の
交付

取得
（引き渡し）

取得
（引き渡し）

〇（対象となり得る）

ケース3

×（対象とならない）

ケース4

ケース5

【原則コース】

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ 取得
（引き渡し）
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